
 

 
 
 
 
 横浜市消費生活審議会は、横浜市消費生活条例に基づき平成８年 10 月に設置された審議会です。 

同審議会では、様々な消費生活に関する重要事項の調査・審議、消費者被害の救済に関するあっせん 

・調停などを行っており、より幅広い皆様のご意見等をいただくため、委員を募集いたします。 

市民の皆様の積極的なご応募をお待ちしております。 

  

１ 応募期間  令和２年６月５日（金）～ 令和２年７月６日（月）（当日消印有効） 

 

２ 募集人数及び選考基準 

募集人数は若干名です。 

消費者問題に対する関心や意欲を総合的に勘案して選考します。 

 

３ 任  期  委嘱の日（令和２年 10月予定）から令和４年９月 30日まで 

 

４ 委員の仕事及び報酬 

審議会及び部会に出席し、意見を述べていただきます。報酬は、会議への出席ごとに、所定の額を 

お支払いします。なお、審議会及び部会の会議録は原則として公表されます。 

 

５ 応募資格 

  消費者問題に関心をお持ちで、平日の昼間に開催される会議に出席できる、市内にお住まいの20歳 

以上の方 

（次の５要件をすべて満たす方） 

（１）基準日（令和２年７月６日）に満20歳以上の方（横浜市職員は除く。） 

（２）横浜市内に住所を有する方(住民登録している方。） 

（３）過去に横浜市消費生活審議会委員を委嘱されたことがない方。 

（４）基準日に、横浜市の他の審議会等委員を委嘱されていない方。 

（５）国又は地方公共団体から報酬又は給与の支払いを受けていない方 

（臨時的に謝礼等の支払いを受ける場合を除く。） 

 

６ 応募方法 

応募用紙（様式１）を郵送、持参、ファックス、電子メール(ke-syohikeizai@city.yokohama.jp)に 

より提出してください（応募用紙は返却いたしません。） 

   ＊応募用紙をダウンロードされる方は下記のホームページアドレスから入手してください 

   ◇ホームページ：    

 https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/shohiseikatsu/oshirase2/koubo13.html 
 

７ 選考方法 

   消費生活審議会公募委員選考部会により、応募用紙に記載されているこれまでの活動経歴・自己 PR・ 

志望動機及び作文を審査して選考します。 

   選考結果は、応募者全員に通知します。 

 

 

 

 

横浜市消費生活審議会の委員を募集します 

―よりよい明日の消費生活のために、ぜひあなたのご意見を！― 

 
 

 

応募用紙送付先（問合せ先） 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50番地の 10 

 横浜市役所 経済局市民経済労働部消費経済課 市民委員公募担当   

電話 ６７１－２５８４   ファックス ６６４－９５３３   

＊持参の場合は経済局市民経済労働部消費経済課(中区本町６丁目 50 番地の 10)へ直接 

〔受付〕平日 ９：００～１２：００ １３：００～１７：００ 

 

                      



 

 

■ 審議会・部会での過去３期の審議状況及び具体的な取組 

 

審議会・期間 
審議テーマ 

（形式） 
開催回数 具体的取組の内容 

第 10 次審議会 

（平成 26 年 10 月～ 

   28 年 9 月） 

地域における高

齢者の見守りの在

り方について（報

告） 

審議会       ３回 

（部会） 

消費者被害救済部会 １回 

施策検討部会    ３回 

消費者団体等協働促進事業審

査評価部会     ５回 

消費者教育推進地域協議部会         

３回 

 

○高齢者の消費者被害防止

の視点を加えた見守りの

在り方の検討 

第 11 次審議会 

（平成 28 年 10 月～ 

   30 年 9 月） 

横浜市における

市内事業者との連

携・協力のあり方

について（報告） 

審議会       ３回 

（部会） 

消費者被害救済部会 ２回 

施策検討部会    ５回 

消費生活協働促進事業審査評

価部会       ４回 

消費者教育推進地域協議部会     

２回 

○事業者への情報伝達のあ

りかた、従業者への消費

者教育の推進に向けた取

組、事業者と連携した消

費者教育の推進、市内事

業者と連携・協働した消

費者被害防止の視点から

の見守りの方法について

検討 

第 12 次審議会 

（平成 30 年 10 月～ 

 令和２年 9 月） 

若年者への消費

者教育の在り方に

ついて 

審議会       ２回 

（部会） 

消費者被害救済部会 １回 

施策検討部会    ４回 

消費生活協働促進事業審査評

価部会       １回 

消費者教育推進地域協議部会     

１回 

＊令和２年６月５日現在 

○成年年齢の引下げを踏ま

えた消費者被害の防止に

向け、若年者への消費者

教育の在り方について検

討 

 

 

※市民委員の方は、審議会において指定される部会に参加いただくことになります。 

（参加する部会については、初回の審議会の際に決定される予定です。）



 

（様式１） 

横浜市第 13 次消費生活 

審議会委員応募用紙 
 

■氏名 ■年齢 
（令和２年７月６日現在） 

■職業など 

ふりがな 歳  
 ■性別 

 男・女 

■現住所                    
 
〒   － 

■E-mail（利用可能な場合） 

横浜市 
 

■電話番号 
  
 

■ＦＡＸ（ある方） 
 
 

■これまでの活動経歴・自己ＰＲ（ご自身の自己紹介で結構です）・志望動機 
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「消費者教育の効果的な推進について」「身近な消費者被害を未然に防ぐために必要なこと」 

「人や社会・環境に配慮した消費行動について」等、消費者問題について関心のある事項や必 
要と考える取組などについて自由にご記入ください。 

 
■テーマ「                               」 

（800 字以内の作文を横書きでご記入ください） 
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ご提供いただいた個人情報については、審議会委員選考の目的以外には使用しません。    800 
選考後すみやかに廃棄します。 

 


